
Ⅰ　後期基本計画の策定
Ⅰ－１　計画策定の趣旨	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　2
Ⅰ－２　計画の構成と期間	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　3
Ⅰ－３　計画の位置づけ	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　4
Ⅰ－４　計画の考え方	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　5
Ⅰ－５　計画の進捗管理	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　5

Ⅱ　習志野市の概況
Ⅱ－１　習志野市の沿革と概況	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　6
Ⅱ－２　人口概況と将来推計	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　8
Ⅱ－３　財政概況	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　16

Ⅲ　まちづくりについての「市民の声」
Ⅲ－１　市民意識調査・大学生意識調査結果の概要	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　19
Ⅲ－２　市民意見交換会の概要	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　23

Ⅳ　前期基本計画およびまち・ひと・しごと創生総合戦略の実績と課題
Ⅳ－１　前期基本計画の実績と課題	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　27
Ⅳ－２　まち・ひと・しごと創生総合戦略の実績と課題	・・・・・・・・・・・・・・・　31

Ⅴ　まちづくりの課題
Ⅴ－１　市政を取り巻く社会動向	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　35
Ⅴ－２　本市のこれからのまちづくりの課題	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　38

後期基本計画の策定にあたって



2

後
期
基
本
計
画
の
策
定
に
あ
た
っ
て

習志野市では、市制施行60周年を迎えた平成26（2014）年、本市の今後12年間にわたる長

期的な市政指針である「習志野市基本構想」をスタートしました。基本構想では、本市の目指すべ

き姿として「将来都市像」を掲げるとともに、将来都市像を実現するための取り組みとして、「３つ

の目標」および、さらに事業の円滑な推進・実施を図るため、自立的都市経営の推進として「３つ

の重点プロジェクト」を設定しました。

Ⅰ　　　後期基本計画の策定
Ⅰ－１　計画策定の趣旨

将来都市像　未来のために ～みんながやさしさでつながるまち～ 習志野

支え合い・活気あふれる「健康なまち」

安全・安心「快適なまち」 育み・学び・認め合う「心豊かなまち」

誰もが健康を維持できる
保健・医療・福祉の充実

にぎわいと活力を創出する
地域経済・産業の振興

未来をひらく
教育の推進

生涯にわたる
学びの推進

子どもが健やかに育つ
環境の整備

ともに安心を築く
危機管理・安全対策の推進

互いを認め合い
尊重し合う社会の推進

暮らしを支える
都市基盤の整備

自然と調和する
環境づくりの推進

財政健全化公共施設の再生 協働型社会の構築

自立的都市経営の推進自立的都市経営の推進

３つの重点プロジェクト

将来都市像を実現するための３つの目標

計画策定の趣旨Ⅰ－１

後期基本計画の策定
Ⅰ
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また、この基本構想の策定とともに、具体的な施策を表す計画として、平成26（2014）年度

から令和元（2019）年度の６年間を計画期間とする「前期基本計画」を策定し、さらには施策を

実現するための３年間ごとの事業計画を示す「前期第1次実施計画」および「前期第２次実施計

画」を策定しました。

そして、平成27（2015）年10月には、我が国が直面する人口減少社会において、本市もまた

その課題を克服し、将来にわたり、自立的な都市経営を推進するため、平成27（2015）年度から

令和元（2019）年度までの５年間を計画期間とする「まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦

略」を策定するとともに、その具体的な実施事業を示す「第1次アクションプラン」および「第２次ア

クションプラン」を策定しました。

このたび、令和元年度の到来を見据え、令和２（2020）年度から令和7（2025）年度までの

６年間を計画期間とする「習志野市後期基本計画」を策定しました。

Ⅰ　　　後期基本計画の策定
Ⅰ－２　計画の構成と期間

本市の計画体系は、まちづくりの基本理念である「文教住宅都市憲章」を頂点として、基本構

想、基本計画、実施計画から構成されています。

現在の基本構想は、平成26（2014）年度から令和７（2025）年度までの12年間を計画期間

とし、前期基本計画は平成26（2014）年度から令和元（2019）年度、後期基本計画は、令和2

（2020）年度から令和7（2025）年度の各6年間を計画期間としています。また、社会経済情勢

の変化や住民ニーズに柔軟に対応するため、前期、後期のそれぞれ3年間ごとに実施計画を策定

しています。

計画の構成と期間Ⅰ－２

平成26（2014）年４月 平成29（2017）年４月 令和２（2020）年４月 令和５（2023）年４月 令和８（2026）年４月

前期第１次実施計画
平成26（2014）～28（2016）年度

前期第２次実施計画
平成29（2017）～令和元（2019）年度

後期第１次実施計画
令和２（2020）～４（2022）年度

後期第２次実施計画
令和５（2023）～７（2025）年度

習志野市文教住宅都市憲章　昭和45（1970）年議決

習志野市基本構想　平成26（2014）年度～令和7（2025）年度

前期基本計画
平成26（2014）年度～令和元（2019）年度

後期基本計画
令和2（2020）年度～令和7（2025）年度

平成26（2014）年
市制60周年

令和６（2024）年
市制70周年
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Ⅰ　　　後期基本計画の策定
Ⅰ－３　計画の位置づけ

後期基本計画は、文教住宅都市憲章、基本構想に基づく計画であり、本市が所管する行政計

画の最上位に位置づけられるものです。各分野における個別計画は、本計画に示された施策との

整合性に配慮し、策定しています。

計画の位置づけⅠ－３

健康なまち習志野計画
光り輝く高齢者未来計画2018
第５期障がい者基本計画
第４期障がい福祉計画

第２期地域福祉計画
国民健康保険データヘルス計画
第１期障がい児福祉計画

産業振興計画
人・農地プラン
農業経営基盤の強化の促進に
関する基本的な構想

創業支援等事業計画
農業振興地域整備計画
シティセールスコンセプトBOOK 2nd

危機管理指針
国民保護計画
防災行政無線デジタル化整備計画
消防施設の整備方針
消防車両等整備計画
安全で安心なまちづくり基本計画

地域防災計画
緊急事態対処計画
救急業務高度化推進計画
市民主導型救急救命講習実施計画
自転車交通環境整備計画

都市マスタープラン
市営住宅等長寿命化計画（改定版）
バリアフリー移動等円滑化特定事業計画
ガス事業経営戦略
下水道事業計画

住生活基本計画
橋梁長寿命化修繕計画
歩道橋長寿命化修繕計画
水道事業経営戦略
下水道事業経営戦略

環境基本計画
緑の基本計画
芝園清掃工場長寿命化計画
し尿処理施設将来計画
生活環境保全計画

地球温暖化対策実行計画
一般廃棄物処理基本計画
クリーンセンター個別施設長寿命化計画
災害廃棄物処理計画

公共施設等総合管理計画
第二次経営改革大綱
電子自治体推進指針
人材育成基本方針
市民協働基本方針

第２次公共建築物再生計画
第二次経営改革大綱実行計画
電子自治体推進計画
人材育成基本方針実行計画
定員管理計画

子どもの読書活動推進計画
スポーツ振興計画

第３次男女共同参画基本計画

生涯学習施設改修整備計画
文化振興計画

教育振興基本計画
第２次学校施設再生計画

特別支援学級・通級指導教室整備計画

子ども・子育て支援事業計画
（第２期）

第１節
子育て支援

第２節
学校教育

第３節
社会教育

重点プロジェクト
公共施設再生・財政健全化
・協働型社会

第４節
男女共同・平和

第３節
自然環境・生活環境

第２節
都市整備・ガス・水道

第１節
危機管理・安全安心

第２節
産業・シティセールス

第１節
医療・福祉

第
１
章
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第
２
章
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３
章

こども園整備と既存市立幼稚園・
保育所の再編計画（第３期計画）

個　別　計　画

後
期
第
１
次
・
第
２
次
実
施
計
画
（
３
年
ご
と
）
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Ⅰ　　　後期基本計画の策定
Ⅰ－４　計画の考え方
Ⅰ－５　計画の進捗管理

後期基本計画は、次の考え方に基づくものとします。

①�習志野市基本構想で掲げた将来都市像の実現を目指し、引き続き、3つの目標および3つ

の重点プロジェクトに基づく施策を示します。

②�実効性のある計画とするため、成果指標を定め、達成状況の可視化を図ります。

③�まち・ひと・しごと創生法第10条に基づく地方版総合戦略として位置づけられる「まち・ひ

と・しごと創生総合戦略（第2期）」と一体的な計画とします。

④�国際社会全体の開発目標として定められたSDGｓ※1（持続可能な開発目標）の推進を踏

まえた計画とします。

⑤�本市を取り巻く社会経済情勢の的確な把握に努め、2040年問題など、少子高齢化のさら

なる進展など、計画期間の先を見据えた計画とします。

計画の考え方Ⅰ－４

計画の進捗管理Ⅰ－５

・どのような事業を展開するのか。
・事業は着実に実行できたか。
・事業を実施して、成果指標が達成できたか。
・事業の改善点は何か。

P（プラン：計画策定）
D（ドゥ：計画実施）
C（チェック：達成評価）
A（アクション：改善）

※1	 �SDGs　平成27（2015）年９月の国連サミットにおいて全会一致で採択された“持続可能な開発目標”。「誰一人取り
残されない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現のための先進国を含む国際社会全体の開発目標であり、令
和12（2030）年を期限とする17の目標と169のターゲットで構成されている。

基本構想や基本計画で示した3つの目標の達成に向けた取り組みを進め、将来都市像を実現

するためには、具体的な成果指標を掲げて、一つ一つの事業を着実に実行していくことが必要で

す。本計画は、より実効性のある計画とするため、目標の達成度を測る成果指標を施策ごとに設

定し、各施策に基づく具体的な事業は、3年間ごとの「実施計画」に位置づけます。

成果指標を掲げることにより、目標を達成した施策は新たな目標を設定して、さらなる進展を目

指し、目標を達成しなかった施策は、見直しを行います。

このように、社会経済情勢の変化や住民ニーズに柔軟に対応し、目標を達成するための適切な

手法やコストを選択しつつ、常にその時節に合った事業を展開することで、目標の達成、すなわち

基本構想の実現を目指します。

（１）成果指標と実施計画

計画の進捗管理に際しては、PDCAサイクルに従い、成果指標の達成度および事業の進捗度

を検証し、成果指標を実現するための事業やコストの見直しを図る行政評価を用います。

また、長期計画の策定にかかる調査審議機関である「長期計画審議会」に毎年結果を報告し、

意見を聴取するとともに、結果を公表していきます。

（２）計画の進捗管理
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東習志野

実籾

実籾駅

実籾本郷
屋敷

泉町

大久保大久保

本大久保本大久保

花咲

藤崎藤崎

鷺沼台

鷺沼

津田沼津田沼

谷津町

谷津
奏の杜

袖ケ浦袖ケ浦秋津

香澄

芝園

茜浜

新栄
京成大久保駅

新京成電鉄
総武本線

357

14

京成本線

京葉線

東関東自動車道路

京葉道路

京成津田沼駅

津田沼駅

新津田沼駅
谷津駅

新習志野駅

ハミングロード

谷津干潟

N

※2	 �ラムサール条約　特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地およびそこに生息・生育する動植物の保全を促進する
ことを目的とした国際条約。イランのラムサールにおいて、昭和46（1971）年に締結された。湿地を水鳥の生息地と
してだけでなく、私たちの生活環境を支える重要な生態系として捉え、幅広く保全・再生を呼びかけている。

習志野市の沿革と概況Ⅱ－１

習志野市の概況
Ⅱ

Ⅱ　　　習志野市の概況
Ⅱ－１　習志野市の沿革と概況

本市は、昭和29（1954）年8月1日、津田沼町を母体に、千葉県内で16番目に市制を施行し、

人口30,204人、面積17.66㎢を有する都市として誕生しました。

本市は、それまで軍郷として知られてきましたが、戦後、旧軍用地の転用が進み、大学などの教

育施設や商工業施設、住宅街が形成され、文教住宅都市への転換が図られました。

その後、昭和40年代から50年代（1965年から1984年）にかけては、我が国の高度経済成

長と首都圏の人口急増などを背景に、JR総武線の複々線化、2度の公有水面埋立による市域の

拡大やそれらに伴う住宅団地開発が行われる中、学校・幼稚園や社会福祉施設などの公共施設

の整備を実施する等、教育・福祉および文化の振興や住環境の保全などに力を注ぐとともに、昭

和45（1970）年3月30日には、「習志野市文教住宅都市憲章」を制定しました。

昭和60（1985）年代以降は、JR京葉線の開業などによって、急速に市街化が進展し、住宅都

市として発展する中で、都市計画道路や公園、下水道といった都市基盤に重点を置いた整備を進

め、さらには習志野緑地の整備、谷津干潟のラムサール条約※2 への登録をはじめとする都市基盤

の充実、環境の保全などに努めてきました。

（１）習志野市の沿革　〜軍郷から文教住宅都市へ〜
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Ⅱ　　　習志野市の概況
Ⅱ－１　習志野市の沿革と概況

本市は、市域面積20.97㎢と県内自治体で、4番目に小さな面積となっています。

昭和30（1955）年代後半より、住宅地域、農業地域、工業地域を明確に区分した良好な居住

環境を持つ都市としてまちづくりを進めてきた中で、現在、本市は全域を都市計画区域に指定して

おり、市街化区域は18.62㎢で市域の88.8%、市街化調整区域は2.35㎢で市域の11.2%を占

めています。

①都市に係る状況
本市は、東京湾に面した千葉県北西部に位置し、千葉市・船橋市・八千代市に隣接しています。

面積20.97㎢、常住人口173,111人、人口密度8255.2人/㎢であり、千葉県内で３番目に

高い人口密度となっています（平成31（２０１９）年1月1日現在）。

東部から中部地区にかけては、騎兵旅団司令部があった大久保地区を中心に、明治から昭和

にかけて発展し、人口が集中した地域でありました。戦後の軍解体に伴って生まれた、広大な跡地

は大学や工業系企業などの敷地として活用されています。

中部地区には、最も古くから集落がある鷺沼・鷺沼台・藤崎地区をはじめ、JR総武線や京成線

などの主要交通機関が集中する津田沼地区があり、昭和30（1955）年代まで海岸線があった

国道14号沿いを南端に、本市の中核を担ってきた地域でもあります。

西部地区には、ラムサール条約に登録されている谷津干潟があります。また、東京湾岸は国道

14号以南の埋立地域で構成されており、中でもJR京葉線以南である芝園、茜浜地区は、居住エ

リアとの明確な分断のための土地利用がなされており、工業・流通エリアとして、本市の産業地域

となっています。

②交通に係る状況
本市は、主要交通である鉄道が市内中心部を横断し、5路線7駅が設置され、市内各地域も約

2㎞圏内に駅が存在し、鉄道へのアクセスは大変優れています。

また、京葉道路・東関東自動車道の高速道路、国道14号・国道357号の国道など、数多くの道

路が設置され、充実した交通網が形成されています。近年は、谷津船橋インターチェンジが平成

25（2013）年に完成し、周辺地域は混雑緩和とともに利便性が向上しています。

この充実した交通網により、都心まで約30分、成田空港まで約40分と交通至便な地域となっ

ています。

③地形に係る状況
本市の海抜平均は18mであり、台地、段丘斜面、谷戸地、海岸平野と、変化のある自然地形が

形成されています。北部には下総台地、かつて旧海岸線があった国道14号沿いには海岸段丘の

名残があるものの、全体としては、南部の現海岸線に向けて、緩やかな傾斜をなしています。

（２）土地利用状況　〜小さいながら高効率で居住環境の良好なまち〜

地理的特性　〜交通網が発達し利便性に優れたまち〜
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Ⅱ　　　習志野市の概況
Ⅱ－２　人口概況と将来推計

人口概況と将来推計Ⅱ－２

総人口と人口状況の推移 （単位：人）

200,000

160,000

120,000

80,000

40,000

0

32,198 42,167 64,897 99,951 117,852 125,155 136,365 151,471 152,887 154,036 158,785 164,530合計

S30
（1955）

10,529 11,789 15,456 26,396 32,651 32,603 31,286 27,485 23,173 21,497 22,240 22,675

110,339

31,488

111,583

24,921

113,810

18,651

115,763

13,950

112,694

10,947

96,520

8,463

86,040

6,512

80,362

4,839

69,936

3,619

47,081

2,360

28,764

1,614

20,374

1,295

167,909 173,362

S35
（1960）

S40
（1965）

S45
（1970）

S50
（1975）

S55
（1980）

S60
（1985）

H2
（1990）

H7
（1995）

H12
（2000）

H17
（2005）

H22
（2010）

22,309

107,781

37,455

H27
（2015）

22,681

110,480

40,201

H31
（2019）

老年人口

生産年齢人口

年少人口

※不詳者が含まれるため、文・表中の合計が一致しない場合があります。
※H31（2019）のみ３月末現在住民基本台帳人口	 資料：習志野市「国勢調査」（各年10月１日現在）

※3	 �土地区画整理事業　土地区画整理法によって、都市計画区域内の土地について、道路、公園などの公共施設の整備・
改善および宅地の利用の増進を図るために行われる、土地の区画形質の変更および公共施設の新設又は変更に関する
事業。

１）総人口の推移
昭和29（1954）年8月1日に人口30,204人で市制を施行して以来、高度経済成長と首都圏

の人口急増などを背景に、JR総武線の複々線化、２度の公有水面埋立による市域の拡大やそれ

らに伴う住宅団地開発が行われる中で、本市は、教育・福祉および文化の振興や住環境の保全

などに力を注ぐ、文教住宅都市として発展してきました。

平成31（2019）年3月末現在の住民基本台帳人口は、173,362人に達しており、市制施行

後65年で5.7倍の増加となっています。平成22（2010）年から平成31（2019）年までの10年

間では、約9,000人、5.4ポイントの増となっており、特に、土地区画整理事業※3により、平成25

（2013）年にまちびらきをした奏の杜地区は、約8,000人の増となっています。

このほか、東習志野地区の工場跡地における大規模開発や、一部土地区画整理事業が実施さ

れた谷津地区の増加も、人口増加に大きく影響しています。

（１）人口概況　～開発による人口増加　少子高齢化の確実な進行～
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Ⅱ　　　習志野市の概況
Ⅱ－２　人口概況と将来推計

平成31（2019）年４月1日の本市の人口状況 （単位：人）

区　　　分 総数 男性 女性

人
　
口

住民基本台帳人口 173,362 86,365 86,997

老年人口
（65歳以上）

後期高齢者（75歳以上） 20,466 8,463 12,003

前期高齢者（65～74歳） 19,735 9,194 10,541

高齢者総数 40,201 17,657 22,544

生産年齢人口（15～64歳） 110,480 57,155 53,325

年少人口（0～14歳） 22,681 11,553 11,128

資料：習志野市住民基本台帳

２）年齢３区分別人口の推移
年齢３区分別人口の５年ごとの推移を見てみると、生産年齢人口（15歳以上65歳未満）は、市

制施行以来、急激な増加を続け、平成７（１９９５）年に115,763人、人口構成比は、75.7％に達

してピークを迎えた後、減少に転じました。その後、土地区画整理事業の実施など、開発による人

口流入もあり、直近の平成31（2019）年３月末の住民基本台帳人口では、110,480人と若干

増加していますが、人口構成比は、64.2％に低下しています。

年少人口（15歳未満）は、団塊ジュニア世代の誕生により、昭和50（1975）年には、32,651

人と3万人を超え、人口構成比も27.7％とピークを迎えました。その後10年間は、3万人台を維持

していましたが、以降は減少傾向が続き、平成２（1990）年には、人口構成比が20％を下回りま

した。平成17（2005）年には、30年ぶりに微増に転じ、平成31（2019）年３月末では、22,681

人と、ここ１０数年間は２万２千人台を維持していますが、人口構成比は13.1％に低下しています。

一方、老年人口（65歳以上）は、一貫して増加を続け、平成17（2005）年には、2万人を超え、

人口構成比も15.7％に達し、年少人口を上回りました。平成22（2010）年には、３万人超、平成

31（2019）年３月末には、40,201人と４万人を超え、人口構成比も23.3％に達して、過去最高

値を更新しています。
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３）コミュニティ別人口の推移
直近10年間の人口推移をコミュニティ別でみると、人口が増加している主な地区は、奏の杜、

東習志野、谷津、藤崎、鷺沼・鷺沼台、本大久保・花咲・屋敷の各地区です。

最も人口が増加している地区は、奏の杜地区で、平成25（2013）年のまちびらきからの７年間

で、約8,000人の増となっており、次いで、東習志野地区が10年前に比べて約4,000人、43.3

％の増、谷津地区が約1,600人、12.8％の増と続いています。これらは、いずれも大規模開発に

よる大型集合住宅の建設が影響しています。この他、藤崎、鷺沼・鷺沼台地区は、戸建てを中心と

した宅地分譲や、40戸程度の集合住宅が複数建設されたこと等により、本大久保・花咲・屋敷地

区は、大規模から中規模の集合住宅建設や、まとまった宅地分譲などの開発が影響しています。

一方、減少している主な地区は、袖ケ浦西、秋津・茜浜、実花、向山地区で、10年間で9.3％か

ら5.5％の減少となっており、最も減少率が大きい地区は、袖ケ浦西地区となっています。

減少の要因は主に２点であり、１点目は、国家公務員宿舎などの廃止により、跡地の利活用が

現時点で未実施、若しくは保育所や介護老人施設となったことによる人口減であり、実花、向山地

区が該当します。２点目は、集合住宅が多く、かつ高齢化率も高い地域においては、世帯員の減少

により、人口減となっていると推察するものであり、袖ケ浦西、秋津・茜浜地区が該当します。

Ⅱ　　　習志野市の概況
Ⅱ－２　人口概況と将来推計

コミュニティ別人口の推移 （単位：人）
180,000

160,000

140,000

120,000

100,000

80,000

60,000

40,000

20,000

0
H22年
（2010）

奏の杜

香澄・芝園

秋津・茜浜

向山

谷津

袖ケ浦西

袖ケ浦東

津田沼

鷺沼・鷺沼台

藤崎

本大久保・花咲・屋敷

大久保・泉・本大久保

実籾・新栄

東習志野

実花

H23年
（2011）

H24年
（2012）

H25年
（2013）

H26年
（2014）

H27年
（2015）

H28年
（2016）

H29年
（2017）

H30年
（2018）

H31年
（2019）

※�奏の杜地区はコミュニティ別では谷津地区に含まれますが、開発による急激な人口増加がみられるため、分けて表示、分析をしてい
ます。



11

後
期
基
本
計
画
の
策
定
に
あ
た
っ
て

Ⅱ　　　習志野市の概況
Ⅱ－２　人口概況と将来推計

※小数点第一位を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。
※基準日は各年４月１日
	 資料：習志野市「習志野市人口推計結果　報告書」（令和元年６月）

総人口と人口状況の推移 （単位：人）

200,000

160,000

120,000

80,000

40,000

0

165,536 166,607 169,461 171,970 172,483 173,362 174,099 175,725 176,005 176,102 176,190 176,232合計

H26
（2014）

22,709 22,505 22,869 23,137 22,911 22,681 22,501 22,542 22,257 21,903 21,574 21,220

112,764

42,248

112,600

42,016

112,505

41,694

112,263

41,485

112,003

41,180

111,033

40,565

110,480

40,201

109,851

39,721

109,754

39,079

108,417

38,175

107,028

37,074

107,101

35,726

H27
（2015）

H28
（2016）

H29
（2017）

H30
（2018）

H31
（2019）

R2
（2020）

R3
（2021）

R4
（2022）

R5
（2023）

R6
（2024）

R7
（2025）

老年人口 生産年齢人口 年少人口

総人口ピーク

１）将来推計の総論
令和元年度の人口推計において、本市の総人口は、現在の基本構想計画期間最終年である

令和7（2025）年の176,232人をピークとして増加していきますが、その後は、緩やかな人口減

少が始まる見込みです。

また、人口構成を見れば、年少人口は平成26（2014）年の13.7%から、令和7（2025）年に

は1.7ポイント減の12.0%となり、生産年齢人口は64.7%から、実数は増加するものの0.7ポイン

ト減の64.0%となります。一方で、老年人口は21.6%から、2.4ポイント増の24.0%となっており、

少子高齢化がさらに進んでいく見込みです。

引き続き、少子高齢化が進行することによる老年人口の増加、特に後期高齢者の急増は、社会

保障費の増加などを生じ、行財政運営の大きな課題となります。さらに、次期基本構想の計画期

間における人口減少の始まりと生産年齢人口の減少を見据えた対応も求められます。

（２）将来推計　～少子超高齢社会の進展とその先の人口減少～
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Ⅱ　　　習志野市の概況
Ⅱ－２　人口概況と将来推計

年齢区分別人口の推移 （単位：人）
200,000

160,000

120,000

80,000

40,000

0

老年人口 生産年齢人口 年少人口

R3
（2021）

R5
（2023）

R7
（2025）

R9
（2027）

R11
（2029）

R13
（2031）

R15
（2033）

R17
（2035）

R19
（2037）

R21
（2039）

R23
（2041）

R25
（2043）

R27
（2045）

R29
（2047）

R31
（2049）

H31
（2019）

40,201
23.2%
40,201
23.2%

110,480
63.7%
110,480
63.7%

22,681
13.1%
22,681
13.1%

53,800
32.2%
53,800
32.2%

95,481
57.2%
95,481
57.2%

17,551
10.5%
17,551
10.5%

後期基本計画期間

※基準日は各年４月１日
※小数点第一位を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。
	 資料：習志野市「習志野市人口推計結果　報告書」（令和元年６月）

※男女別内訳については、按分により算出	 資料：習志野市「習志野市人口推計結果　報告書」（令和元年６月）

基本構想最終年（令和7（2025）年4月1日）の本市の人口推計状況 （単位：人）

区　　　分 総数 男性 女性

推
計
人
口

総人口 176,232 86,906 89,326

老年人口
（65歳以上）

後期高齢者（75歳以上） 25,236 10,160 15,076

前期高齢者（65～74歳） 17,012 8,214 8,798

高齢者総数 42,248 18,374 23,874

生産年齢人口（15～64歳） 112,764 57,781 54,983

年少人口（0～14歳） 21,220 10,751 10,469

２）団塊の世代の移行による後期高齢者の急増
老年人口は、計画期間終了時の令和７（2025）年度には42,248人と、平成31（2019）年３

月末対比で約2千人、5.1ポイント増、人口全体に占める割合は、24.0％に至ると予測しています。

超高齢社会の進展により、老年人口が増加し続けていく中、平成31（2019）年には、後期高

齢者人口（75歳以上）が前期高齢者人口（65～75歳未満）を上回っており、さらに、後期基本計

画の計画期間内においては、いわゆる“団塊の世代”※4の市民が、令和4（2022）年から令和6

（2024）年にかけて、75歳以上となり、後期高齢者層に移行します。

後期高齢者人口は、令和7（2025）年度には25,236人となり、平成31（2019）年3月末対

比で約4,800人増と、23.3ポイント急増し、人口全体に占める割合も14.3％にのぼると予想して

います。

※4	 �団塊の世代　一般的に、昭和24（1949）～昭和26（1951）年頃の第１次ベビーブーム時代に生まれた約680万人を呼
ぶ。大きな人口層を形成し、日本経済を先導してきた世代と言われている。
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Ⅱ　　　習志野市の概況
Ⅱ－２　人口概況と将来推計

令和7（2025）年までの高齢者人口動向 （単位：人）

※小数点第一位を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。
※基準日は各年４月１日
 	 資料：習志野市「習志野市人口推計結果　報告書」（令和元年６月）
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H26
（2014）

20,139 20,668 20,795 20,646 20,314 19,735 19,452 19,665 19,219 18,245 17,601 17,012

25,23624,41523,44922,26621,51521,11320,46619,40718,43317,380

24.0%23.8%23.7%23.6%23.4%23.3%23.2%23.0%22.7%22.5%
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H27
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H28
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H31
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（2021）

R4
（2022）

R5
（2023）

R6
（2024）

R7
（2025）

後期高齢者 前期高齢者 高齢化率

※5	 �扶助費　社会保障制度の一環として、児童・高齢者・生活困窮者などに対して行う支援に要する経費。生活保護の費
用や児童手当、医療費助成などが該当する。

高齢者人口の推移 （単位：人）
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19,73519,735
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32.2％32.2％

23,04223,042

30,75830,758

後期基本計画期間

少子高齢化がますます進行することにより、生産年齢人口は減少し、税収が減となる一方で、少

子化対策の拡大が必要となるとともに、高齢化に伴う福祉サービスや医療に多額の財源が必要

となります。特に、後期高齢者の増大は、医療・介護ニーズを高め、扶助費※5の急伸をもたらします。

こうした中で、超高齢社会への対応は、引き続いての強化が必要であり、老後の不安を安心に変

えるためのさまざまな取り組み・支援も急務となります。
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Ⅱ　　　習志野市の概況
Ⅱ－２　人口概況と将来推計

３）少子化による生産年齢人口の減少とその先の人口減少のはじまり
計画期間終了時の令和7（2025）年の生産年齢人口は、112,764人、平成31（2019）年３

月末対比で、約2,300人、2.1ポイント増、人口全体に占める割合は、64.0%と予測しています。そ

の後、令和9（2027）年には、113,011人に達してピークを迎え、その後、減少に転ずる見込みです。

年少人口は、令和7（2025）年には21,220人、平成31（2019）年３月末対比で、約1,500

人、6.4ポイント減、人口全体に占める割合は、12.0%と予測しており、令和2（2020）年以降、一

貫して減少する見込みです。

中長期的に見ると、少子化は生産年齢人口の減少につながっていくため、税負担能力の低下、

引いては、自主財源比率の低下につながる可能性があり、さらには、消費の減退、地域経済の衰

退に結びつき、法人税の担税力の縮小へとつながることが予測されます。加えて、本市の総人口

は、今後、令和７（2025）年をピークとして、その後は緩やかに人口減少に向かうと見込まれます。

このような人口推計を踏まえれば、少子化、その先の人口減少への対応として、子育て環境・支

援策を充実させるとともに、教育環境の再整備・更なる充実を図り、安心して産み育てられ、未来

をひらく教育を受けることができるまちづくりへの取り組みが、引き続き、一層重要となります。

さらに、社会保障を支える生産年齢人口層を維持・増加させていくための、魅力あるくらしがで

きるまち、また、市内に大学が立地・隣接する特性を生かして学生が卒業後も住み続けるまち、あ

るいは、将来にわたり住みたいまちとなる等、選ばれるまちとなることを目指さねばなりません。

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

20.0%

15.0%

10.0%

5.0%

0.0%

22,709 22,505 23,869 23,137 22,911 22,681 22,501 22,542 22,257 21,903 21,574 21,220合計

H26
（2014）

8,901 8,825 9,153 9,400 9,160 8,954 8,736 8,570 8,201 7,914 7,720 7,566

8,9539,1369,3619,3529,3239,1829,2299,1789,0628,961

12.0%12.2%12.4%12.6%12.8%12.9%13.1%13.3%

8,987

13.5% 13.5% 13.5%

9,059

4,7014,7184,6284,7044,6494,5834,4984,5734,6754,7554,6934,749

13.7%

H27
（2015）

H28
（2016）

H29
（2017）

H30
（2018）

H31
（2019）

R2
（2020）

R3
（2021）

R4
（2022）

R5
（2023）

R6
（2024）

R7
（2025）

令和7（2025）年までの年少者人口動向 （単位：人）

年少者人口の推移 （単位：人）
30,000

20,000

10,000

0

14.0%

12.0%

10.0%

8.0%

6.0%

4.0%

2.0%

0.0%
H31

（2019）
R3

（2021）
R5

（2023）
R7

（2025）
R9

（2027）
R11

（2029）
R13

（2031）
R15

（2033）
R17

（2035）
R19

（2037）
R21

（2039）
R23

（2041）
R25

（2043）
R27

（2045）
R29

（2047）
R31

（2049）

13.1％13.1％

9,2299,229

4,4984,498

8,9548,954

10.5％10.5％

6,9476,947

3,5143,514

7,0907,090

年少人口割合12～14歳 6～11歳 0～5歳

年少人口割合12～14歳 6～11歳 0～5歳

後期基本計画期間

※小数点第一位を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。
※基準日は各年４月１日 
	 資料：習志野市「習志野市人口推計結果　報告書」（令和元年６月）
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Ⅱ　　　習志野市の概況
Ⅱ－２　人口概況と将来推計

４）長期的な将来のすがた　～人口規模の縮小と団塊ジュニア世代の後期高齢者層への移行
現在の基本構想計画期間最終年である令和7（2025）年以降を見据えると、老年人口は、一

貫して増加を続け、令和21（2039）年度には５万人を超え、令和31（2049）年度には、53,800

人に達すると予測しています。平成31（2019）年３月末対比では、約1万3千600人増、33.8ポ

イント増加し、人口全体に占める割合は、32.2％に及ぶと予測しています。

後期高齢者人口は、令和10（2028）年には、約2万6千人に達し、人口全体に占める割合は

14.9%となり、その後は微減傾向となりますが、令和20（2038）年には、再び上昇に転じると予

測しています。2040年代半ば以降は、“団塊ジュニア世代”※6が後期高齢者層に入ることもあり、

令和31（2049）年度には、約3万800人に達し、平成31（2019）年対比で約1万300人、50.3

ポイントの増、人口全体に占める割合も、令和31（2049）年からは、18%台に及ぶと予測してい

ます。

後期基本計画策定においては、長期的な将来の姿も捉えた上で、持続可能な行財政運営を見

据える必要があります。

	 資料：習志野市「習志野市人口推計結果　報告書」（令和元年６月）

※6	 �団塊ジュニア世代　昭和46（1971）～昭和49（1974）年に出生した世代を指す。大きな人口層である団塊の世代の
おおむね子どもにあたる世代であり、本市においても最大の人口層となっている。

総人口の変化推移 （単位：人）

100

95

90

85

80

75

70

65

60

55

50

45

40

35

30

25

20

15

10

5

0

100

95

90

85

80

75

70

65

60

55

50

45

40

35

30

25

20

15

10

5

0
2,000 2,0001,500 1,5001,000 1,000500 5000 0

令和31年
(2049) (男）

平成31年
(2019) (男）

令和31年
(2049) (女）

平成31年
(2019) (女）



16

後
期
基
本
計
画
の
策
定
に
あ
た
っ
て

財政概況Ⅱ－３

Ⅱ　　　習志野市の概況
Ⅱ－３　財政概況

※7	 �償却資産　事業のために使用する物で、かつ、土地や家屋以外で構築物、機械や器具、船舶や航空機、工具などの資
産のことを指す。これらには固定資産税の一種である「償却資産税」がかかる。減価償却が済んだ償却資産も申告・
課税の対象となる。

※8	 �地方消費税交付金　地方消費税として課税される県民税の一部が、人口の割合などに応じて県から市に交付される交付金。
※9	 �震災復興特別交付税　東日本大震災による被災団体などに対して、災害復旧事業の地方負担分や市税の減収分などに

ついて補てんするために、国の平成23（2011）年度第3次補正予算において創設された交付税。
※10	 �基準財政需要額　普通交付税の計算に用いるもので、各自治体が標準的な行政を合理的水準で実施したと考えたときに

必要と想定される一般財源（行政経費に充てられる財源のうち国庫補助金や使用料などの特定財源を除いた財源）の額。

過去10年間の歳入決算推移 （千円）

資料：平成30年度普通会計決算状況

合計

市債

地方消費税等

国県支出金

地方交付税

繰入金

使用料・財産収入等

市税

H21年度
（2009）

H22年度
（2010）

H23年度
（2011）

H24年度
（2012）

H25年度
（2013）

H26年度
（2014）

H27年度
（2015）

H28年度
（2016）

H29年度
（2017）

H30年度
（2018）

47,759,910

3,299,064

2,253,329

8,150,901

1,047,910

1,905,974

5,356,722

25,746,010

49,703,677

5,088,319

2,204,064

8,310,119

2,644,884

848,639

5,320,212

25,287,440

55,018,930

5,594,180

2,233,179

9,264,981

5,537,198

1,349,062

5,813,565

25,226,765

51,226,838

4,624,575

2,030,700

8,489,610

3,567,144

1,053,879

6,351,028

25,109,902

58,151,452

4,577,087

2,262,743

8,694,817

3,701,286

1,835,430

11,343,339

25,736,750

55,405,748

4,535,728

2,555,117

9,215,697

4,276,292

2,018,884

6,143,055

26,660,975

57,448,713

4,050,469

3,643,940

10,301,395

4,281,084

1,526,000

6,786,319

26,859,506

63,650,999

6,772,557

3,225,351

10,325,604

3,245,488

2,648,610

9,801,877

27,631,512

59,041,115

5,609,136

3,585,205

11,393,750

2,207,560

2,689,726

5,551,143

28,004,595

61,215,026

7,056,206

3,761,623

11,471,271

1,441,737

3,004,437

5,809,790

28,669,962

70,000,000

60,000,000

50,000,000

40,000,000

30,000,000

20,000,000

過去10年間の本市の歳入状況の推移をみると、市税は平成20（2008）年秋の世界的経済

情勢の悪化により、平成21（2009）年度から減少傾向に転じ、平成25（2013）年度からは再び

増加に転じました。平成30（2018）年度は、景気回復および転入による居住者増加に伴う納税

義務者数増加などによる市民税の増、評価替えに伴う地価の上昇や既存事業者による償却資産
※7の設備投資の増加による固定資産税の増などにより、平成29（2017）年度と比較して、約6億

7千万円の増額となりました。

地方消費税などが平成27（2015）年度に大幅に増加したのは、消費税の税率改定影響額が

通年ベースで収入されたことにより、地方消費税交付金※8が増加したことによるものです。国県支

出金が平成27（2015）年度に増加したのは、地域における消費喚起などを目的とした地域活性

化・地域住民生活等緊急支援交付金が設けられたこと等により増加しました。平成29（2017）

年度は、待機児童対策に係る保育所等整備交付金や臨時福祉給付金（経済対策分）給付事業

費補助金などにより増加しました。平成30（2018）年度は、給食センター建替事業交付金や千

葉県認定こども園施設整備交付金事業費補助金などにより増加しました。

地方交付税は、平成23（2011）年度に震災復興特別交付税※9が創設され、大幅に増加しま

したが、平成30（2018）年度は、新庁舎建設工事や災害復旧事業の終息に伴い、震災復興特

別交付税は減となりました。また近年は、市税収入が増加しているため、基準財政需要額※10に対

する財源不足額が減少し、その結果、普通交付税も減少傾向になっています。使用料・財産収入

などが平成25年度、平成28（2016）年度に大幅に増加したのは、それぞれ仲よし幼稚園跡地、

第二斎場用地の売却による不動産売払収入の増によるものです。

（１）歳入状況の推移
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Ⅱ－３　財政概況

過去10年間の歳出決算推移 （千円）

資料：平成30年度普通会計決算状況

合計

その他の支出

普通建設事業費

操出金

物件費

公債費

扶助費

人件費（退職手当）

人件費（職員給与等）

46,043,333

4,947,876

5,348,234

5,095,499

8,931,185

4,609,511

5,349,395

1,568,148

10,193,485

47,284,752

2,806,692

6,113,397

5,102,053

9,230,662

4,763,109

7,824,051

1,429,755

10,015,033

51,016,999

3,889,984

6,934,377

5,926,962

9,495,590

4,879,043

8,591,967

1,261,785

10,037,291

48,339,203

3,394,748

5,622,606

5,366,552

9,885,567

4,535,316

8,512,209

929,851

10,092,354

54,811,936

8,620,880

6,558,248

4,898,664

9,652,408

4,646,923

9,118,639

1,192,782

10,123,392

51,454,603

4,346,672

6,125,933

4,912,833

10,306,693

4,501,629

10,020,972

991,406

10,248,465

53,422,820

5,424,855

5,806,461

5,673,157

10,690,782

3,972,956

10,504,358

870,223

10,480,028

61,367,941

8,671,324

9,830,117

5,611,919

10,762,640

3,722,586

11,585,564

831,863

10,351,928

56,665,812

3,672,249

9,164,574

5,369,607

10,767,362

4,087,022

12,390,294

711,330

10,503,374

58,800,856

3,917,989

10,072,776

5,487,093

11,001,786

4,336,208

12,621,640

885,549

10,477,815

H21年度
（2009）

H22年度
（2010）

H23年度
（2011）

H24年度
（2012）

H25年度
（2013）

H26年度
（2014）

H27年度
（2015）

H28年度
（2016）

H29年度
（2017）

H30年度
（2018）

60,000,000

50,000,000

40,000,000

30,000,000

20,000,000

10,000,000

0

※11	 �物件費　旅費、消耗品費、委託料など、他の性質に属さない消費的な経費。

過去10年間の歳出状況の推移をみると、人件費（退職手当と職員給与などの合計）は、ほぼ

横ばいの推移となっています。

扶助費は年々増加しています。平成30（2018）年度は、待機児童対策により民間認可保育所

などが増加したことから、民間認可保育所運営費助成事業、小規模保育事業運営費助成事業な

どが増加しました。また、障がい者支援として障害者総合支援法に基づく給付事業、児童福祉法

に基づく給付事業が利用者数の増により増加しました。物件費※11は業務の外部化、民間委託化

による委託料の増などにより年々増加しています。平成30（2018）年度は、新給食センターの開

業準備に係る委託業務などにより増加となりました。普通建設事業は、その年に行う工事などによ

って大きな増減がありますが、近年、公共施設再生の取り組みにより増加傾向にあります。平成30

（2018）年度は、新庁舎建設工事が完了した一方、給食センター建替事業、大久保地区公共施

設再生事業、（仮称）大久保こども園整備事業などにより全体としては増加となりました。

その他の支出も年度によって増減が大きくなっています。平成21（2009）年度は定額給付金

の取り組みによるもの、平成25（2013）年度、平成28（2016）年度は、それぞれ仲よし幼稚園

跡地、第二斎場用地の売却による不動産売払収入を公共施設等再生整備基金などに積み立て

た特殊要因により増加しています。

（２）歳出状況の推移
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義務的経費※12の中で増加が著しいのが扶助費です。生活保護費は年々増加していました

が、平成30（2018）年度は被保護者数の減により減少に転じました。児童福祉費は、平成22

（2010）年度に子ども手当の創設により、大幅に増加しました。また近年、待機児童対策として受

け皿となる施設の整備を進めているため、民間認可保育所などへの運営費助成が大幅に増加し

ています。社会福祉費も国の経済対策による臨時福祉給付金などの給付や障害者総合支援法に

基づく給付事業の増加などにより、増加傾向が続いています。

※12	 �義務的経費　人件費、扶助費、公債費。支出が義務的で任意に削減することができない経費。

過去10年間の扶助費の推移 （千円）

資料：平成30年度普通会計決算状況

計

社会福祉費

老人福祉費

児童福祉費

生活保護費

その他

5,349,395

1,299,706

132,047

1,747,350

2,094,249

76,043

7,824,051

1,495,095

126,987

3,727,068

2,398,195

76,706

8,591,967

1,609,062

110,916

3,983,942

2,770,833

117,214

8,512,209

1,787,651

105,324

3,720,571

2,810,274

88,389

9,118,639

1,917,197

113,086

4,053,374

2,940,307

94,675

10,020,972

2,239,421

129,488

4,370,064

3,200,142

81,857

10,504,358

2,314,228

136,149

4,664,505

3,311,133

78,343

11,585,564

2,643,838

140,892

5,149,564

3,557,940

93,330

12,390,494

2,744,518

147,243

5,729,571

3,664,459

104,703

12,621,640

2,641,640

149,478

6,195,839

3,538,910

95,773

15,000,000

10,000,000

5,000,000

0
H21年度
（2009）

H22年度
（2010）

H23年度
（2011）

H24年度
（2012）

H25年度
（2013）

H26年度
（2014）

H27年度
（2015）
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Ⅲ　　　まちづくりについての「市民の声」
Ⅲ－１　市民意識調査・大学生意識調査結果の概要

◆調査方法
調査期間：平成30（2018）年10月29日～11月12日（15日間）

　　　　・調査票は郵送送付、郵送回収ならびにインターネット回答を可能としました。
　　　　・送付先は、住民基本台帳からの無作為抽出により選出しました。

調査期間：平成30（2018）年11月～12月

　　　　・�各大学（東邦大学、千葉工業大学、日本大学生産工学部）を通じて調査票（各大学
500票）の配布、回収を行いました。

◆回収状況

市民意識調査・大学生意識調査結果の概要Ⅲ－１

まちづくりについての「市民の声」
Ⅲ

調査名 配布数 回答者 回収数 回収率 前回
（H27）

1 市民意識調査
（郵送回収分）

5,000票

市　内
在住者 2,224票

2,489票 49.8％ 38.5％
2 市民意識調査
（インターネット回収分）

市　内
在住者 265票

3 大学生意識調査 1,500票 在学生 959票 63.9％ 84.2％

◆市民意識調査回答者の基本属性分布

年齢別構成 性別構成

1.5％ 4.1％ 1.4％

7.3％

12.1％
42.2％

56.2％18.4％

15.5％

17.9％

8.5％

8.7％

6.1％

0.1％
0.1％

15～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳

60～64歳 65～69歳

男性

女性

男性女性以外の性わからない

無回答70～74歳 75歳以上 無回答

大学生意識調査

市民意識調査

本調査は、市民および大学生の生活の現状、行政に対する要望、意識などを的確に把握・分析

し、その結果を今後のまちづくりに反映させるとともに、「習志野市後期基本計画」の策定に向け

た基礎資料を作成することを目的として実施しました。

（１）調査の目的
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Ⅲ　　　まちづくりについての「市民の声」
Ⅲ－１　市民意識調査・大学生意識調査結果の概要

あなたが現在お住まいの場所は、住みやすいと感じますか。（１つだけに〇）

前回調査と比較すると、「住みやすい」が12.2ポイント増加した一方、「やや（前回まあ）住みや

すい」が15ポイント減少しています。

あなたは、今後も現在お住まいの場所に住み続けたいと思いますか。（１つだけに〇）

「住み続けたい」が最も多く62.6%、次いで「わからない」が21.0%、「将来転出すると思う」

が12.4%となっています。

住み続けたいと思う理由は何ですか。（１つだけに〇）※上位４位まで

前回調査と比較すると、「愛着がある」が19.9ポイントと大きく増加しています。

29.9％
44.9％

53.2％
41.0％

7.8％
6.9％

2.3％
2.5％

4.7％
3.4％

2.0％
1.3％

平成30年度（n＝2,489）

平成27年度（n＝4,113）

やや住みやすい

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

住みやすい

やや住みにくい

住みにくい

どちらともいえない

無回答

12.4％
17.0％

62.6％
62.1％

1.6％
1.9％

21.0％
18.2％

2.4％
0.7％

平成30年度（n＝2,489）

平成27年度（n＝1,348）

将来転出すると思う

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

住み続けたい

すぐにでも転出したい

わからない

無回答

26.0％
6.1％

27.0％
37.9％

12.8％

11.9％
4.7％

平成30年度（n＝1,558）

平成27年度（n＝2,498）

愛着がある

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

土地、家屋を所有している

昔から住んでいる

買い物・遊びに便利

１）住みよさと定住意向について

（２）市民意識調査結果の概要
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Ⅲ　　　まちづくりについての「市民の声」
Ⅲ－１　市民意識調査・大学生意識調査結果の概要

２）施策の重要度と満足度
施策に対する重要度と満足度についての問いに対する結果を散布図で示しました。

このことから、各施策の課題解決の方向性を確認しました。

【満足度：低 重要度：高】　※内容を見直し、市民満足度を高める必要がある施策

重要度は高いものの満足度が低い施策は、「高齢者施策」「危機管理・防災・防犯の施策」

「子育て支援施策」「都市整備の施策」「学校教育の施策」の5分野となります。

◆全　体

0.0％ 10.0％ 20.0％ 30.0％ 40.0％ 50.0％ 60.0％ 70.0％ 80.0％

20.0％

15.0％

10.0％

5.0％

0.0％

－5.0％

－10.0％

－15.0％

－20.0％

高
い

　
　満
足
度

　
　低
い

低い　　重要度　　高い

健康づくりの施策健康づくりの施策

環境の施策環境の施策

学校教育の施策学校教育の施策

産業振興の施策産業振興の施策
観光振興の施策観光振興の施策

高齢者施策高齢者施策

子育て支援施策子育て支援施策

市民協働の施策市民協働の施策

障がい者（児）施策障がい者（児）施策 生涯にわたる学習・スポーツの施策生涯にわたる学習・スポーツの施策

危機管理・防災・防犯の施策危機管理・防災・防犯の施策

都市整備の施策都市整備の施策

現状どおりの施策展開や事業
展開が必要か否かの検討を行
う必要がある施策

施策や事業の存続について
検討する必要がある施策

内容等を見直し、市民満足
度を高める必要がある施策

おおむね現状の方向を
継続すればよい施策



22

後
期
基
本
計
画
の
策
定
に
あ
た
っ
て

習志野市は大学生活を送るうえで、過ごしやすいまちだと思いますか。（１つだけに〇）

習志野市は大学生活を送るうえで、過ごしやすいまちだと思う人（「思う」+「まあ思う」）は

78.8%となっています。

習志野市に住みたい・住み続けたいと思いますか。（１つだけに〇）

「ずっと住み続けたい」が6.2％、「一度は他の地域に住んでみて、いずれは習志野市に住みた

い」が8.0%、「他の地域に住みたい」が25.8%となっています。

習志野市に住み続けたい理由（上位４位）

「交通が便利」が50.7％と最も高く、次いで「買い物などの日常生活が便利」49.3％、「家賃

が適当である」が、21.3％となっています。

56.8％
60.6％

22.0％
20.5％

11.5％
13.0％

9.0％
3.4％

0.7％
2.5％

平成30年度（n＝959）

平成27年度（n＝1,263）

まあ思う

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

思う

あまり思わない

思わない

無回答

6.2％
6.1％

25.8％
31.4％

59.5％
53.3％

0.5％
2.2％

8.0％
7.0％

平成30年度（n＝959）

平成27年度（n＝1,263）

一度は他の地域に住んでみて、
いずれは習志野市に住みたい

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ずっと住み続けたい、
または住みたい

他の地域に住みたい

わからない

無回答

50.7％
27.1％

49.3％
29.0％

21.3％
10.4％

14.0％
8.8％

買い物などの日常生活が便利

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

交通が便利

家賃が適当である

同世代が多い
平成30年度（n＝136）

平成27年度（n＝328）

Ⅲ　　　まちづくりについての「市民の声」
Ⅲ－１　市民意識調査・大学生意識調査結果の概要

（３）大学生意識調査結果の概要
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習志野市の未来をみんなで考えてみませんか
　　　　　　　～後期基本計画策定に向けた市民意見交換会～

第１回：令和元（2019）年6月1日（土）　午前9時30分～11時50分	 実籾ＣＨ3、4

第２回：令和元（2019）年6月9日（日）　午後1時30分～4時	 市庁舎ＧＦ会議室

習志野市公有資産活用まちづくりアドバイザー　菊池広人氏

（東北学院大学地域共生推進機構特任准教授、NPO法人　いわてNPO-NETサポート事務局長）

合計23人（第1回　11人、第2回　12人）　※うち、無作為抽出対象者：12人

◇セッション１
・行政およびファシリテーターから、後期基本計画の策定に向けた背景などを概説
・グループごとの話し合いの前提として、市担当者が資料に基づき、施策を説明
・施策に関するグループ内での話し合い、意見交換
・担当者からの説明を聞いた上で、グループの各個人がその施策に対する点数をつけ、その理由
について意見交換

・各テーマについて、これまでの情報提供や上記の話し合いを受けて、習志野市の未来に向けて、
「Ａ」か「Ｂ」の2案（前提：どちらも正しいが選択が必要）を選択し、グループ内で意見交換

◇セッション２
・「習志野らしさ」や「習志野らしさを生かしつつ、自
分らしく暮らすために、やってみたいこと、楽しみた

いこと、関わりたいこと」等について“子育て”、“高

齢者”、“環境”（以上第1回）、“教育”、“都市整

備”、”危機管理・防災・防犯”（以上第２回）をキー

ワードに自由に話し合い、意見交換

Ⅲ　　　まちづくりについての「市民の声」
Ⅲ－２　市民意見交換会の概要

■テーマ

■日時・会場

■ファシリテーター（全体進行役）

■参加者

■意見交換会の流れ

各地域の市民から「習志野市らしさ」や「より豊かな」まちを継承していく上で必要なこと等、計

画策定に向けた意見を直接伺い、展開していく施策などに反映することを目的に実施しました。

市民意見交換会の概要Ⅲ－２
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・廃止される施設の利用者や周辺住民に対する配慮も必要であり、移動手段の検討や、人口増
加策、民間との連携などの対策をしっかりしなくてはいけないが、その点が不足しているのでは

ないか。

・人口減少が進む中で、公共施設の総量を減らすことはやむを得ないとも思う。
・『減らす』というより『効率的な都市経営の実現』や『無駄をなくしていく、そのために民間ノウ
ハウを活用する』という結果が施設の削減なのではないか。

・受益者負担もある程度必要。何もかも無料は、ちょっといかがなものか。タダなら使おう、がない
とは言えない。少しくらい負担しても。

・このこと（公共施設再生）を理解してもらうための行政からの情報発信がまだまだ足りない。
・情報をどうすれば受け取れるのか。でも、私たち自身も聞きにいっていない面がある。
・もっと市民、巻き込んでいいと思います。広報活動大事
・減少幅が少なくなっているとはいえ、ごみの量は減少しているのだから（受益者負担は）不要。
・（ごみの）減量のための分別など、個人のマナーに頼るのは限界がある。最終処分を他の町に
お願いしていること等を考えても、受益者負担はやむを得ない。

・受益者負担の前にもっと啓発努力が必要。まだまだ足りない。

◇セッション１

Ⅲ　　　まちづくりについての「市民の声」
Ⅲ－２　市民意見交換会の概要

「公共施設再生」「行政の情報発信」「ごみの受益者負担」テーマ

当日の主な意見から
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◇セッション２：習志野市らしさについて　大切にすべきこと、残すべきこと

子ども・子育て

高齢者　ゆたかに年齢を重ねる

環境（生活・自然）

教　育

Ⅲ　　　まちづくりについての「市民の声」
Ⅲ－２　市民意見交換会の概要

子育て、高齢者、環境、教育、都市整備、危機管理・防災・防犯テーマ

音楽のまち、ならしの　　好きでもキライでも教育ではなく、そこにあるものとして
音楽　→　ツキ抜けてほしい　　音楽の取り組み　　音楽教育　　音楽（心が豊か）

公立らしからぬ教育への投資（音楽、スポーツ）　　スポーツクラブ

素朴な子ども多い　→　らしさ　　子どもたちが自由に大きくなること

自然との関わり　　外でのあそび　　自由に安全にあそぶことができる　　地域子ども会

食を通じた地域と歴史の理解（あやほまれ、ならしのソーセージとか）

親の後ろ姿　　“つ”のつく年齢までに（１つ～９つ）“もったいない”、“ありがとう”を教える

尊厳　　今まで習志野を引っ張ってきた方が、安全で安心できるまち
高齢者に対して種々を考えて下さる

サークル活動／地域のつながり　　生涯学習、活動　　町内会への積極的参加

受身になる高齢でなく貢献できる高齢　　経験を活かした活躍

自分の足で行きたい所に行かれる（交通）　　健康教育　　てんとうむし体操

市からの放送（迷子）

ほどよさ　　ちょうどいい感じをたもって

谷津干潟（自然、生きもの、なりたち　とか）
自然環境、安全、防犯　　自然を残す　　町全体が自然であることを残したい

ハミングロード　　春の桜が見られる　　大きめの公園

市で花の種、苗を配布しているのは大変良いこと

家庭農園（本格的な）　　住む近くに畑もある　　畑など自然環境

川が無い、林が無い、森が無い　習志野　　与えられるものではない　　皆で創り上げていくもの

資源（ガス、水道）　　習志野独自のブランド　水、ソーセージ等　ソーセージおいしい…

交通の便　　電車の便　　買い物しやすい（千葉市が多いけど）

町内会が元気（しらかば町会）　　学生が多い　　公共サービスを平等に

教育の質・レベル　　子どもたちが元気な所なので小中学校は残してほしい。

多様性の教育、自分ごと化identity　communication　　住んでるまちNatureについて考える

音楽の街、文教都市　　質、レベル、スポーツ、干潟、etc.　　スポーツ、音楽はなんてステキなの。
文武両道、リサイクル　　習志野文化ホール残してほしい。

スポ少−体力低下が心配。音楽−№１でなくていい。皆が経験できることが大事。

歴史的なもの（谷津干潟、貝塚…）歴史史跡、干潟や貝塚などへの課外授業、歴史のある史跡、
公民館、図書館　　文教都市だという触れ込みの割には図書館がいまいちではないかと思った。
学生が勉強できるような大きな図書館があってほしい。ギャンブル施設が少ないのもよい。

習志野の歴史　名前の由来「習志野」のブランドを大事にしたい。　　大学、有名な人

学校の中に保育園があること
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都市整備

Ⅲ　　　まちづくりについての「市民の声」
Ⅲ－２　市民意見交換会の概要

公園・遊歩道・マラソン道路はそのまま維持してほしい。　　公園・交通が便利なこと
まちのかたち　　公共施設　　景観、広い公園、緑、人とのつながり　　谷津干潟残してほしい。

コミュニティバスの運行、クリーンセンター、リサイクルプラザ　　藤崎付近の道路が危ない

ＪＲ津田沼の商業施設だけは衰退してほしくない。（京成付近は衰退している）

複合化施設、コンパクトでもいい。効率よく動ける。

自然がたくさんあるので四季折々楽しめるのが嬉しい。旧鴇田家もいいです。旧住宅とかの保存にも
習志野の良さを感じる。住民の便利さもあると思う。自然・便利・環境など　歴史

どことも合併しないでほしい。千葉市習志野区は×。

危機管理・防災・防犯

防犯パトロール、子供の安全・自己防衛方法　通学路の見守りとかもよくやってくださるので、安心して
います。市内でも地域差あると思うが、安全・安心への意識は高いと思う。事件がない

行方不明者のマイク放送は続けてほしい。　　帰宅放送を知らせること

自助・共助・公助の推進、人が街にかかわる事（町会やボランティアetc.）
３世代communicationの形態　どの世代の人ともつながれる。

安全・安心　まちの防災活動　　やさしい人が育つ事　　災害対策

埋立地→地震など→液状化対策

・習志野はみんな、ちょうどいいと思っている
・これからは公共＋差別化＋ビジネス視点で
・習志野市でもお金のかかることがたくさんあることを再認識しましたが、将来の子や孫のために
も、それこそ、安全・安心な生活が送れたらと思います

・それぞれの世代と環境で、習志野市に対する思いはちがう
・色々な人のやりたいことを満足するのは大変だと感じました
・小さい習志野　コンパクトにぎゅっとつめこめ！！
・子供たちの“ふるさと”になる場所、子供たちが大好きなふるさとになってほしい
・住みやすいと市民は思っている。今があるので、
「面白いね」が生まれる事を期待します。

・面白い事や笑顔には人が集まると思います
・多くの人に知られ、満足度の高い市になってほしい
・愛着と人口増加をどうつなげるかが、一つのカギ
になると思う

・習志野市に住みたいと思わせるものをつくること
が重要だと思う

参加した感想・発見したこと
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Ⅳ　　　前期基本計画およびまち・ひと・しごと創生総合戦略の実績と課題
Ⅳ－１　前期基本計画の実績と課題

前期基本計画の実績と課題Ⅳ－１

前期基本計画およびまち・ひと・しごと創生総合戦略の実績と課題
Ⅳ

前期第２次実施計画の事業実施状況（平成30（2018）年度）　重点プロジェクトを除く

前期第２次実施計画の指標の達成状況（平成30（2018）年度）

事業数
事業が
完了

事業が
実施過程

事業が
着手状態

事業が
検討段階

未着手
又は廃止

進捗率

第１章　支え合い・活気あふれる
　　　 「健康なまち」

50 48 1 0 1 0 98.0％

第２章　安全・安心
　　　 「快適なまち」

63 49 11 0 3 0 92.1％

第３章　育み・学び・認め合う
　　　 「心豊かなまち」

84 82 0 1 0 1 98.2％

計 197 179 12 1 4 1 96.2％

目標値を
達成

目標値は
未達成だが進捗

基準値を
下回った

実績値を
測れなかった

計

第１章　支え合い・活気あふれる
　　　 「健康なまち」

2 2 2 2 8

第２章　安全・安心
　　　 「快適なまち」

9 5 6 0 20

第３章　育み・学び・認め合う
　　　 「心豊かなまち」

4 7 0 0 11

計 15 14 8 2 39

前期基本計画の具体的事業を示す前期第１次実施計画では、221事業、前期第２次実施計画

では、211事業に取り組みました。平成30（2018）年度の各事業の進捗状況は、「事業が完了」

が90.9％、「事業を実施中」が６.１％、「事業の着手段階にある」が0.5％、「事業の検討段階に

ある」が2.0％となっており、約９割が事業を完了しました。

前期第１次実施計画では、32の施策に対し、33の指標を設定し、施策の達成状況の確認を行

いました。前期第２次実施計画では、前期第１次実施計画における課題を踏まえ、20の指標の見

直しを行い、39の指標を設定しました。

前期第２次実施計画における指標の達成状況は、「目標値を達成した」が15、「目標値は未達

成だが進捗」が14、「基準値を下回った」が８つ、「実績値を測れなかった」が２つとなっており、約

４割弱が目標値を達成しました。「目標値は未達成だが進捗」を合わせると、約７割の施策が進捗

した結果となりました。

（１）事業実施状況

（２）指標の達成状況
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習志野版ネウボラ※13の構築、習志野健康マイレージ開始、こども健康大学の実施、小中学校

へのフッ化物洗口事業の導入、産後ケア・産後サポート事業の実施、光り輝く高齢者未来計画

2015および同2018の策定、特別養護老人ホーム整備（2カ所）、受動喫煙防止の取り組み、傾

聴ボランティア養成講座、シニアサポーター養成講座の実施、習志野市バリアフリー移動等円滑

化基本構想・特定事業計画の策定、「（通称）習志野市心が通うまちづくり条例」の制定、第4期

習志野市障がい者基本計画の策定、障がい者グループホーム整備、生活保護支援対策事業の

実施、生活困窮者自立支援事業の実施、国民健康保険データヘルス計画策定、人・農地プラン策

定、産業振興計画の策定、ふるさとハローワークの移転（サンロード津田沼内）など。

防災行政無線のデジタル化、中央消防署谷津奏の杜出張所の建設、消防本部庁舎建設に向

けた取り組み、普通救命講習受講率日本一を目指す実施計画策定、住宅用火災警報器の設置

促進、津田沼地区などの道路照明灯のＬＥＤ化、自転車走行環境整備計画の策定、スケアード・ス

トレイト自転車交通安全教育の実施、消費生活相談窓口の強化（開庁日、相談員の増）、市街化

調整区域土地利用意向調査の実施、ＪＲ津田沼駅周辺地域まちづくり検討方針の策定、住生活

基本計画の策定、親元近居住宅取得促進事業の開始、木造住宅の耐震改修費用の補助、東習

志野・実籾地域バスの本格運行、習志野市公共下水道ストックマネジメント計画の策定、習志野

市公共下水道総合地震対策計画策定、第１給水場の更新、第４給水場建設、地球温暖化対策実

行計画の策定、芝園清掃工場延命化対策の実施など。

市立幼稚園・保育所の私立化、民間認可保育所の誘致（18カ所）および運営費の補助、保育

定員の確保（1,200人の定員確保）、大久保こども園および新習志野こども園の整備、こどもセ

ンター（鷺沼）のリニューアル、きらっ子ルームやつの委託および運営面積の拡大、子ども医療費

助成の拡大、子育て支援コンシェルジュの設置、ひとり親家庭のファミリー・サポート・センター利用

料半額助成、放課後児童会の児童受入れの拡大および公設民営化の実施（2児童会）、学校司

書および教育相談員の増員、小中学校へのタブレット端末の導入、第二中学校体育館全面改築

工事完了、谷津小学校全面改築工事着手、学校給食センター開設、市立幼稚園および全小中学

校の普通教室へのエアコン整備、小中学校のトイレ改修、視覚障がい者情報ネットワークを活用

した録音図書の提供、習志野高等学校グラウンドの人工芝の整備、大久保地区公共施設再生事

業による生涯学習複合施設の整備や東部体育館の大規模改修、習志野文化ホールを中心とした

「音楽のまち習志野」の名にふさわしい市民の音楽活動の支援、第2次男女共同参画基本計画

（改訂版）の策定、女性の生き方相談の相談回数の拡大、性の多様性に関する理解促進の取り

組み、姉妹都市提携30周年記念による受け入れおよび派遣、市ホームページのスマートフォン対

応構築、戦後70年記念事業の開催など。

※13	 �習志野版ネウボラ　フィンランドにおける妊娠・出産・子育てを継続して支援する仕組み。「ネウボラ」はフィンラ
ンド語で「アドバイスの場所」を意味し、妊娠から育児まで、保健師による切れ目ない支援を行う相談所。

第１章 支え合い・活気あふれる「健康なまち」

第２章 安全・安心「快適なまち」

第３章 育み・学び・認め合う「心豊かなまち」

基本構想・前期基本計画および実施計画の展開における主な実績は、以下のとおりです。

（３）主な実績

Ⅳ　　　前期基本計画およびまち・ひと・しごと創生総合戦略の実績と課題
Ⅳ－１　前期基本計画の実績と課題
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※14	 �地域包括ケアシステム　高齢者が要介護状態になっても可能な限り住み慣れた地域において継続して生活できるよ
う、①医療、②介護、③予防、④住まい、⑤生活支援サービスの５つを一体化して提供するシステムのこと。

第一次経営改革大綱および実行計画の推進（文書管理システムの導入、窓口業務の一部委

託実施、申告時の業務委託の拡大、保育所調理業務の民間委託化、公民館への民間活力の導

入、市立幼稚園・保育所の私立化、ふるさと納税寄附者への返礼品開始など）、証明書のコンビ

ニ交付導入、施設保全情報システムの導入、公共施設再生計画の推進（市庁舎建設、大久保地

区公共施設再生、谷津小学校全面改築工事、第二中学校体育館全面改築工事、学校給食セン

ター開設、袖ケ浦西・東習志野小学校および第四中学校大規模改修工事、小中学校トイレ改修

工事など）、市民協働基本方針に基づく市民協働のまちづくりの推進など。

重点プロジェクト

・妊娠期からの切れ目のない支援による子育てに対する負担や不安の軽減と子育て世代の仲間
づくり

◎地域包括ケアシステム※14の深化・推進　

◎単身高齢世帯・高齢者のみの世帯の増加への対応

・地域の見守り支援体制の強化
◎在宅医療・介護連携の推進

◎フレイル（虚弱）予防の取り組み

・認知症対応
・高齢者の就労支援
・家族などの介護負担の軽減
・介護サービス需要の増大への対応
・指定相談事業所が中心となる相談体制の強化とネットワークの構築
・差別解消法の理念に伴うサービスの向上と環境整備
◎発達支援の充実（民間保育施設の増加に対する巡回相談対応、個別支援計画に基づく早期

からの継続的な支援体制の強化）

・貧困対策
・生産者の高齢化や後継者不足に対する新たな担い手の確保や労働力不足を補う省力化機械
などの導入支援

・起業・スタートアップ支援

基本構想・前期基本計画および実施計画の展開を踏まえ、後期基本計画策定に際しては、次

の事項を課題として捉えます。　（◎は、前期基本計画の進捗において、特に新たな課題として捉え

ている項目）

（４）後期基本計画策定に際しての課題

第１章 支え合い・活気あふれる「健康なまち」

Ⅳ　　　前期基本計画およびまち・ひと・しごと創生総合戦略の実績と課題
Ⅳ－１　前期基本計画の実績と課題
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・未結成町会や新たに建設される共同住宅などの自主防災組織設立に向けた支援と働きかけ
◎高齢者による事故増加に伴う高齢者を対象とした交通安全の取り組みの推進

・救急体制の充実に向けた応急手当普及啓発のさらなる推進
・若年者への消費者被害の未然防止のための消費者教育の推進
・高齢者に対する地域の見守りを含めた消費者トラブルの防止体制の整備
・景観計画の策定に向けた景観に対する専門性の向上
◎鷺沼市街化調整区域における土地区画整理事業実施に向けた支援

・非木造住宅、共同住宅、特定建築物の耐震化率向上に向けた支援の検討
・鉄道駅およびその周辺地区や主要な生活施設などの利便性の向上（交通アクセスの確保）
◎ガス小売全面自由化に伴う既存顧客の維持と新規顧客拡販への取り組み

・環境負荷の低減のため、ごみの減量化や再利用率の向上に向けた施策の検討
・谷津干潟保全のためのアオサ対策など、環境省と連携した取り組みの推進
◎JR津田沼駅周辺地域における拠点性の向上

◎保育所の待機児童解消に向けた取り組み（幼児教育・保育の無償化に伴う保育ニーズの高ま

りへの対応など）

・放課後児童会の待機児童対策（児童会の増設など）
◎虐待予防・早期発見と対策、防止（子ども家庭総合支援拠点設置のための体制整備など）

・市内バランスを考慮した地域子育て支援拠点事業の整備
・不登校や学力不振の児童生徒に対する指導援助の充実
・ICT教育の推進
・児童増加対応
◎文化振興計画の策定

・スポーツを通じた健康増進
◎男性向け相談の検討

◎性の多様性に関する理解促進のための啓発の推進

・在住外国人の住みやすさの向上と多文化共生支援の取り組み
・「広報習志野」など、市政情報の提供手法の検討
・戦争体験者が減少する中での平和の尊さを学ぶ取り組みの継承

第２章 安全・安心「快適なまち」

第３章 育み・学び・認め合う「心豊かなまち」

Ⅳ　　　前期基本計画およびまち・ひと・しごと創生総合戦略の実績と課題
Ⅳ－１　前期基本計画の実績と課題
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Ⅳ　　　前期基本計画およびまち・ひと・しごと創生総合戦略の実績と課題
Ⅳ－２　まち・ひと・しごと創生総合戦略の実績と課題

まち・ひと・しごと創生総合戦略の実績と課題Ⅳ－２

第２次アクションプランの達成状況（平成30年度）

目標値
を達成

目標値は
未達成だが進捗

基準値を
下回った

事業完了
実績値を

測れなかった
計

基本目標１
数値目標 1 0 2 0 0 3

ＫＰＩ 21 23 13 0 2 59

基本目標２
数値目標 1 0 2 0 0 3

ＫＰＩ 12 11 3 2 8 36

基本目標３
数値目標 2 1 0 0 0 3

ＫＰＩ 8 6 4 0 1 19

基本目標４
数値目標 1 0 2 0 0 3

ＫＰＩ 14 4 7 0 12 37

乳幼児専用プレーパークの開設、ひとり親家庭のファミリー・サポート・センター利用料半額助成、

孫育てハンドブックの作成、産後ケア事業の開始、習志野版ネウボラの取り組み、予防接種スケジ

ュール携帯サイトサービスの開始、子育て支援コンシェルジュの設置、子育て専用サイト「きらっ子

ナビ」による情報提供、貸出用授乳テント等の整備・貸出、保育所・こども園・幼稚園の緊急情報

一斉メール配信システムの導入、民間認可保育所への賃借料助成、「ほめて伸ばす子育てトレー

ニング講座」の実施、ワーク・ライフ・バランスに関する協働型プログラム評価事業の実施、いじめ・

不登校の未然防止、解消のための組織の設置と関係機関との連携、小中学校のトイレ改修の実

施など。

平成27（2015）年10月に策定した「まち・ひと・しごと創生総合戦略」では、４つの基本目標

に対し、１２の数値目標、具体的な施策ごとに、151の重要業績評価指標（ＫＰＩ）を設定し、施策の

達成状況を確認しました。

総合戦略の具体的事業である、第２次アクションプランにおける平成30（2018）年度の達成

状況は、12の数値目標のうち「目標値を達成」は５つ、「目標値は未達成だが進捗」が１つ、「基

準値を下回った」が６つであり、約４割の目標を達成し、「目標値は未達成だが進捗」を加えると、

5割が進捗した結果となりました。また、具体的施策に対する151のＫＰＩのうち、「目標値を達成」

は55、「目標値は未達成だが進捗」が44、「基準値を下回った」が27、「事業完了」が２となって

おり、４割弱の目標を達成しました。なお、「目標値は未達成だが進捗」「事業完了」を含めると、６

割強が進捗した結果となっています。

まち・ひと・しごと創生総合戦略、第1次・第2次アクションプランの主な実績は、以下のとおりで

す。

（１）数値目標および重要業績評価指標（KPI）の達成状況

（２）主な実績

安心して産み育てること、未来をひらく教育を受けることができるまちづくり
基 本 目 標 １
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大久保地区公共施設再生事業（集約施設民間跡地活用）の取り組み、「広報習志野」の市内

大学への配布、市ホームページリニューアル、ＰＲ動画「ドレミファナラシド♪」作成とダンス創作、Ｐ

Ｒポスターの作成と周知、シティセールスコンセプトＢＯＯＫの作成、ブランドメッセージおよびブラン

ドロゴマークの作成、ＰＲ動画「レッツゴー習志野オフィシャルＭＶ」および習志野高校吹奏楽部ＤＶ

Ｄの作成、乳幼児専用プレーパークの開設、親元近居住宅取得促進事業の実施、「袖ヶ浦団地」

活性化の取り組み、NARASHI-NOTE（ナラシノオト）の作成など。

学生と市内企業の雇用促進と就職拡大等に関する協定の締結、合同企業説明会の開催、市

内企業販路拡大等支援事業、創業支援等事業計画の策定、産官学プラットフォーム事業の実施、

インターネットサイト「習志野グローバルものづくりガイド」による市内企業の情報発信、中小企業

診断士などによる市内企業の巡回相談の実施、「ふるさとハローワーク」の設置と周知、「生活支

援サービスの担い手養成研修」の開始など。

ＵＲ都市機構と連携した市内大規模団地活性化に向けた情報共有・連携、「袖ヶ浦団地」活性

化の取り組み、大久保地区公共施設再生事業、ＪＲ津田沼駅周辺地域まちづくり検討、広報まち

かど特派員による習志野の魅力発信、「広報習志野」が読めるスマートフォンアプリ「マチイロ」の

開始、地域密着型会員制交流サイト「マチマチ」の開始、認知症サポーター養成の取り組み、サー

ビス付き高齢者向け住宅および有料老人ホームの整備、転倒予防体操推進員養成講座の開催

および推進員の増、高齢者相談員の増、戦後70年記念事業の実施、近隣市連絡会議出席など

による公共サービス研究など。

魅力あるくらしのできる習志野へ”新しいひとの流れ“をつくるまちづくり
基 本 目 標 ２

しごとをつくり、“働きたい”をかなえるまちづくり
基 本 目 標 ３

未来に対する地域をつくり、支え合い・つながりで安心なくらしを守るまちづくり
基 本 目 標 ４

Ⅳ　　　前期基本計画およびまち・ひと・しごと創生総合戦略の実績と課題
Ⅳ－２　まち・ひと・しごと創生総合戦略の実績と課題
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（３）後期基本計画策定に際しての課題
まち・ひと・しごと創生総合戦略、第1次・第2次アクションプランの展開を踏まえ、後期基本計画

策定に際しては、次の課題を捉えます。（◎は、第１次、第２次アクションプランの進捗において、特

に新たな課題として捉えている項目）

・妊娠・出産・育児における切れ目ない支援
・予防接種アプリの周知徹底および接種間隔間違いの削減
・子育て支援に関する情報の充実
・一時預かりファミリー・サポート・センター（ファミサポる～む）の充実、強化
・子どもの発達段階に応じた家庭教育の重要性を学ぶ機会の提供と保護者支援
・保育所の待機児童解消に向けた取り組み
・放課後児童会の待機児童対策（児童会の増設など）
・いじめ防止・不登校の未然防止、解消に向けた取り組みの継続
・市内事業者実態調査を踏まえたワーク・ライフ・バランスの普及・啓発の継続

・市内居住学生が「ずっと住みたい、住み続けたい、いずれはまた習志野市に住みたい」と感じる
手法のさらなる研究

・市への愛着醸成および定住促進に向けた効果的かつ戦略的なシティセールスの推進
・学生の地域活動への参画促進のための仕組みづくり
・大学との連携による市民の学習機会の提供
・ＵＲ都市機構による「袖ヶ浦団地」活性化の取り組み推進への連携
・大学や事業者との連携による若い世代の市内定着の取り組み（市内企業説明会など）
◎ＪＲ津田沼駅周辺地域の都市再開発方針の策定（拠点性の向上）

◎鷺沼市街化調整区域における土地区画整理事業実施に向けた支援

・関係機関と広く連携した、無業者や求職者に対する多角的な就労支援
・市内企業の雇用促進と就職機会の拡大のための習志野商工会議所、３大学との連携強化
・市内企業の活性化のための「習志野グローバルものづくりガイド」の周知強化
・「ふるさとハローワークならしの」の周知、利用促進
・障がい者就労施設発注促進のための取り組みの推進
・介護人材の育成・確保に向けた市認定ヘルパー養成講座などの開催
・習志野商工会議所などとの連携による市内での創業支援

魅力あるくらしのできる習志野へ”新しいひとの流れ“をつくるまちづくり
基 本 目 標 ２

しごとをつくり、“働きたい”をかなえるまちづくり
基 本 目 標 ３

安心して産み育てること、未来をひらく教育を受けることができるまちづくり
基 本 目 標 １

Ⅳ　　　前期基本計画およびまち・ひと・しごと創生総合戦略の実績と課題
Ⅳ－２　まち・ひと・しごと創生総合戦略の実績と課題
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・第２次公共建築物再生計画の推進
・袖ケ浦・秋津・香澄など高齢化が進む住宅団地などに係る取り組み
・自主防災組織の重要性の周知、結成の働きかけの推進
◎ひまわり発達相談センターの利用増加に伴う相談および指導体制の整備

・転倒予防体操推進員や認知症キャラバン・メイト等、介護予防に関わるボランティア育成の推進
・広報まちかど特派員による習志野市の魅力発信
・広域連携・交流による観光の推進
・自治体や官民の枠を超えた連携の検討（専門人材の活用、業務の共同化、公共施設整備を含
む都市機能の役割分担などに係る先進自治体の事例研究および近隣自治体との意見交換の

実施）

未来に対する地域をつくり、支え合い・つながりで安心なくらしを守るまちづくり
基 本 目 標 ４

Ⅳ　　　前期基本計画およびまち・ひと・しごと創生総合戦略の実績と課題
Ⅳ－２　まち・ひと・しごと創生総合戦略の実績と課題

習志野市民ホール
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Ⅴ　　　まちづくりの課題　
Ⅴ－１　市政を取り巻く社会動向

市政を取り巻く社会動向Ⅴ－１

まちづくりの課題　
Ⅴ

我が国の総人口は、既に減少局面に入っており、平成20（2008）年をピークに減少し始め

ています。また、国立社会保障・人口問題研究所の推計（平成29（２０１７）年推計）では、令和

22（2040）年頃には、毎年90万人程度減少することが見込まれており、団塊世代（昭和２２

（1947）年～２４（１９49）年生まれ）が生まれた頃は、年間260万人以上、団塊ジュニア世代

（昭和４６（1971）年～４９（１９74）年生まれ）の頃には200万人以上あった出生数は、平成29

（2017）年には、94万人まで減少し、令和２２（2040）年には74万人程度になることが見込まれ

ています。また、高齢化は、三大都市圏を中心に急速に進行し、団塊ジュニア世代がすべて高齢者

になる令和24（2042）年には、高齢化率は36.1％とピークを迎える見込みとなっています。

そこで、国は、本格的な人口減少と少子高齢化を迎える令和２２（2040）年頃の自治体が抱え

る行政課題を想定し整理した上で、今後の自治体行政のあり方を展望し、早急に取り組むべき対

応策を検討するため、「自治体戦略2040構想研究会（総務省）」を平成29（2017）年に立ち上

げました。

本研究会では、労働力、中でも若年労働者の絶対量が不足する中、新たな自治体行政の基本

的な考え方として、①スマート自治体への転換、②公共私によるくらしの維持、③圏域マネジメント

と2層制の柔軟化、④東京圏のプラットフォームの4つを挙げています。

具体的には、自治体間の業務プロセスの共通化やＩＣＴの活用を前提とした自治体行政の展開、

単なるサービスの提供（サービスプロバイダー）から、公共私の相互間の協力関係を構築する自

治体（プラットフォームビルダー）への転換、東京圏における自治体間の連携をより進化させ、圏域

全体で負担を分かち合い、利害調整を伴う合意形成を構築する仕組みづくり（東京圏のプラット

フォーム）等が必要であるとしています。

現在、国では、少子高齢化や人口減少への対応、東京圏への人口の一極集中是正のため、地

方創生の取り組みが進められており、本市においても、持続可能な自治体経営を進める上で、大

きな課題となっています。

１　人口減少・少子高齢化
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Ⅴ　　　まちづくりの課題
Ⅴ－１　市政を取り巻く社会動向

地方創生は、世界に先駆けて日本が直面する人口減少・少子高齢化という課題について、政

府一体となって取り組み、将来にわたって活力ある日本社会を維持する観点から、平成26年

（2014）年9月に「まち・ひと・しごと創生本部」が設置され、その取り組みが行われることとなりま

した。

その後、同年11月の「まち・ひと・しごと創生法」の公布後、12月には、令和４２（2060）年に1

億人程度の人口を維持する等の中長期的な展望を示した「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」

（以下、「長期ビジョン」）が策定されました。さらに、「長期ビジョン」の下で、5か年の目標や施策

の基本的な方向および具体的な施策をまとめた「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「総合

戦略」）を策定しました。

このような経過を背景として、地方創生に関する交付金の創設とともに、都道府県、市町村にお

いては、「まち・ひと・しごと創生法」第9条、第10条により「地方人口ビジョン」ならびに「地方版総

合戦略」が策定され、さまざまな施策などが取り組まれています。なお、本市においては、平成27

（2015）年10月に「習志野市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略」を策定しました。

その後、国は、令和元（2019）年6月21日に「まち・ひと・しごと創生基本方針2019」を閣議

決定し、同年12月に「第2期まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定しました。なお、地方において

も引き続き、地方創生の充実・強化に向け、現行の「総合戦略」の検証などを踏まえ、次期「総合

戦略」を策定するよう求めています。

これまでの国の社会保障制度は、社会のさまざまな変化が生じる過程において、高齢者、障が

い者、子ども等の対象者ごとに制度の充実が図られてきました。しかし、昨今では、さまざまな分野

の課題が絡み合って複雑化したり、個人や世帯単位で複数分野の課題を抱え、複合的な支援を

必要とする状況が見られる等、「縦割り」で整備された公的支援の下での対応が困難な状況が

浮き彫りになっています。

また、高齢化や人口減少の急速な進行を背景に、地域のつながりの弱まりが懸念されています。

高齢化や生涯未婚率の上昇により、高齢者のみの世帯や単身世帯が増加し、家庭の機能低下

が懸念されるとともに、会社への帰属意識が低下し、職場での人間関係も希薄化する傾向にあり、

「つながり」の弱まりを背景に、「社会的孤立」や「制度の狭間」などの課題が表面化しています。

「地域共生社会」とは、このような社会構造や人々の暮らしの変化に応じて、制度・分野ごとの

「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が参画し、人

と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きが

い、地域を共に創っていく社会を指すものです。

「まち・ひと・しごと創生基本方針2019」では、地方創生推進における施策として、「地域共生

社会の実現」を掲げ、その具体的取組として「地域課題を解決するための包括的な支援体制の強

化」などに取り組むこととしています。

２　地方創生

３　地域共生社会
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Ⅴ　　　まちづくりの課題
Ⅴ－１　市政を取り巻く社会動向

平成27（2015）年9月の国連サミットにおいて全会一致で採択されたＳＤＧｓ（持続可能な開

発目標）は、「誰一人取り残されない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現のための先

進国を含む国際社会全体の開発目標であり、令和12（2030）年を期限とする17の目標と169

のターゲットで構成されたものです。

これまで、国は、経済・社会・環境に関わる新たな価値創出をめざす取り組みとして、環境未来

都市構想を推進してきましたが、その取り組みは、ＳＤＧｓの理念と共通する点が多く、自治体がＳＤ

Ｇｓを導入し取り組むことは、持続可能な発展をもたらし、ひいては、国全体の地方創生につながる

ものと捉えられました。この結果、地方創生の推進において、ＳＤＧｓの主流化を図るという展開に

至っています。

「まち・ひと・しごと創生基本方針2019」では、ＳＤＧｓ推進のためには、地方公共団体の取り組

みが重要と捉え、具体的取組として、「地方公共団体におけるＳＤＧｓの普及促進活動の展開」「地

方公共団体による地方創生ＳＤＧｓ達成のためのモデル事例の形成」などが掲げられています。

ソサエティ1.0（狩猟社会）、ソサエティ2.0（農耕社会）、ソサエティ3.0（工業社会）、ソサエ

ティ4.0（情報社会）に続く、新たな社会を示す言葉です。ソサエティ5.0では、IoT（Internet of 

Things）ですべての人とモノがつながり、さまざまな知識や情報が共有され、今までにない新たな

価値を生み出します。また、ICT、人工知能（AI）により、必要な情報が必要な時に提供されるよう

になり、ロボット等の技術で課題が克服されます。

国においては、ソサイエティ５．０実現の加速が掲げられています。 

４　SDGs（持続可能な開発目標）

５　ソサエティ5.0

17の目標
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Ⅴ　　　まちづくりの課題
Ⅴ－２　本市のこれからのまちづくりの課題

今後も引き続き、将来都市像の実現に向けてまちづくりを進めていく上では、前期基本計画お

よびまち・ひと・しごと創生総合戦略の展開を踏まえつつ、市政を取り巻く社会動向を捉えた上で、

次の課題解決に取り組んで行かなくてはなりません。

本市のこれからのまちづくりの課題Ⅴ－２

令和元年度の人口推計において、本市は、令和7（2025）年に総人口のピークを迎え、その後

は人口減少が始まる大きな転換期を迎えようとしています。また、高齢化率は、平成31（2019）年

3月現在の23.2%から、令和13（2031）年には25％、令和23（2041）年度には30％を超える

見込みで、超高齢社会はますます進展する見込みです。さらに、生産年齢人口は、令和9（2027）

年にピークを迎えた後、減少に転じ、年少人口は継続して減少していくため、今後、少子高齢化が

一層進んでいくと考えます。

高齢化に伴う必要な対応を図る上では、福祉サービスや医療に多額の財源が必要になり、特

に後期高齢者の増大により、医療・介護ニーズが高まることが見込まれます。さらに、少子化対策

についても重要度が一層高まることから、これらに係る経費の急速な増加が予測されます。

少子超高齢社会の進展は、その対応に伴う社会保障関係費の増大が見込まれるとともに、生

産年齢人口の減少による税収の減少が懸念され、その対応も求められます。

本市の公共施設は、建築後30年以上経過している施設が約８割に達し、インフラ・プラント等を

含めて老朽化が、顕著になっています。

これらの施設などは、行政サービスとしての便益を与える一方で、その保有には、維持管理費を

要し、保有量によってはその負担が過大となります。

さらに、今後も確実に進む老朽化への対応に伴う更新にかかる投資も大きな負担となってまい

ります。今後も引き続き、公共施設等総合管理計画を着実に進めなければなりません。

税収の減少や社会保障費の増大、さらに公共施設等の更新投資や維持管理費負担増などを

見据え、持続可能な財政運営の確立が不可欠です。

庁内においては、人的資源を効率的・効果的に業務に配分すべく、既存の業務の見直しを図り、

住民団体・NPO・企業など多様な主体との連携協力による公共私の補完も見据える必要があり

ます。

１　少子超高齢社会の進展とその先の人口減少への対応

２　公共施設の老朽化と維持管理・更新の投資の増大への対応

３　持続可能な財政運営と公共私の補完


